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５ 災害に強いまちづくり計画 

施策 8-1-④  防災教育の推進（住民・子どもたちの意識づくり）  

 

【取組の概要】 

 大規模災害において、地方公共団体の「公助」には限界があり、「自助」「共助」が必

要で、住民や子供たちが、その考え方を身に着けるために防災教育が必要です。 

 東日本大震災では、防災教育によって、多くの児童・生徒の命が助けられたといえま

す。特に、岩手県釜石市では、「想定にとらわれない」、「状況下において最善をつくす」、

「率先避難者になる」との「避難 3原則」の徹底が行われ、多くの児童・生徒が適切な

避難行動を行いました。 

 児童・生徒に対しては、通学途中に災害が発生することも想定し、通学路沿いの避難

場所の確認等を行っていくことが必要です。 

 

【計画、整備にあたっての着眼点・留意点】 

○防災教育 

・地方公共団体には、災害の経験や教訓を後世に語り継ぎ、社会教育や学校教育等の様々

な場を通した防災教育の取組みが求められます。 

・防災教育では、学校から家庭へ、家庭から地域へといったように、様々な機会を通し

て防災の文化を高めていくことが重要です。授業参観日を利用した親子による防災教

育の事例もあります。 

・大学などの機関との連携により、防災教育に関するカリキュラムや教材などの作成を

行うことは、一貫した防災教育の推進に効果的です。 

・四国地方には観光地も多く、観光客を災害から守るため、観光ガイドを含む観光関係

者が防災・減災の意識を高める教育等の工夫が必要です。 

 

○防災・減災の啓発 

・津波に対しては地震の強さと揺れの長さ

で判断し、すぐに逃げる習慣づけが必要

です。 

・住民の防災意識の高揚に向けた情報発信

では、広報誌やパンフレット等の配布、

ホームページ、ラジオ・テレビ・新聞等

マスメディアなど、多様な手段を活用す

ることが重要です。より細やかに且つ効

共通 
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果的な情報発信手段として、Twitter アカウントを設け、防災情報の発信・収集に活

用を図る事例もあります。ソーシャルメディアサービスは、災害時において貴重な情

報の発信・収集の手段となることから、効果的な活用を行うことが求められます。 

 

◆参考資料 

・岩手県釜石市津波防災教育のための手引き 

http://dsel.ce.gunma-u.ac.jp/kamaishi_tool/ 

 

【事例】 

○愛南町の取組み 

 

 

・愛南町、愛南町教育委員会、国立大学法人愛媛大

学防災情報研究センター及び国土交通省四国地方

整備局大洲河川国道事務所の 4機関において、「愛

南町における防災教育の推進に関する協定」を締

結し、地域に密着した防災教育の推進を図ってい

ます。 

・義務教育課程における防災教育と社会教育におけ

る防災教育の両輪によって、すべての世代が学習

する防災地域社会システム、持続可能な「防災文

化」の創造をめざしています。 

 

  

大洲河川国道事務所による 

出前講座 

・防災教育の推進に関する協定を締結 
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○坂出市の取組み 

 

 

・坂出市では、隔週の水曜日の昼 12時 5分頃

から、FM－SUN（76.1MHz）で「防災ひとくち

メモ」を放送し、防災知識の普及に努めてい

ます。また、市のホームページ内にて、放送

内容の紹介等を行っています。 

http://www.city.sakaide.lg.jp/site/bousaicolumn/ 

 

 

 

・普段から各地点の海抜を意識することにより、津波への

警戒や防災意識を高めるとともに、実際に避難する際

の参考にしてもらうため、各指定避難場所に海抜表示

を実施しています。 

 

 

 

 

 

○高知県の取組み 

 

 

・学校の安全対策の強化を図るため、高知大学の防災部門の先生方をアドバイザーとし

て、学校に派遣し、専門的な見地からの防災学習や避難場所・避難経路の見直し等に

アドバイスをしていただく「学校防災アドバイザー派遣事業」を実施しています。 

 

 

 

  

・ラジオ放送による「防災ひとくちメモ」の提供 

・海抜表示板の設置 

・学校防災アドバイザー事業の実施 
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○岩手県釜石市の取組み 

 

 

 

・岩手県釜石市では、学校教育の中での防災教育などの先行事例等を参考としながら、

「想定にとらわれない」、「状況下において最善をつくす」、「率先避難者になる」との

「避難 3 原則」に基づく体系的な防災教育に取組み、子どもたちの防災意識の向上を

図っています。 

・本市では、「子どもの安全」を

キーワードに津波防災教育に

取り組み、「津波防災教育のた

めの手引き」を作成して、体系

的に継続的に教育が行えるよ

うにしています。日常からの

防災教育の取り組みにより、

東日本大震災においては素早

い避難行動をとることがで

き、多くの子どもたちの命を

助けることにつながったと考

えられます。 

・このような事例を参考にしな

がら、地域の状況に応じた進

め方を検討していくことが必

要です。 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省近畿地方整備局建政部 災害に強いまちづくり 

http://www.kkr.mlit.go.jp/bousai/index.html 

 

  

・「想定にとらわれない」、「状況下において最善をつくす」、「率先避難者になる」

との「避難 3原則」に基づく防災教育 
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○中土佐町の取組み 

 

 

・中土佐町内には高等学校がなく、働き手の多くが町外で活動するため、昼間に災害が

発生した場合、中土佐町内の小学生および中学生が中心となり災害に対応することが想

定されます。そこで中土佐町では、小学生・中学生年代における防災教育を重点的に実

施しています。 

・久礼中学校では、全９コマにわたり、体験やグループ討議を交えた防災教育を行い、

中土佐町の防災対策の現状を把握した上で、災害が起きる前にできること（事前復興）

について考える場を設けています。 

・久礼小学校では、国際協力機構（JICA）主催の防災研修と連携し、世界的にも先進的

な中土佐町での防災の取組みについて小学生が学ぶ機会を提供しています。本研修は、

日本の政府開発援助（ODA）の一貫として、JICA が島嶼国から主に防災担当行政官を招

き、風水起因災害及び地震・津波起因災害等のリスクを緩和するために日本で講じられ

ている様々な防災対策（国、県、市町村、コミュニティの対策）について、講義、視察

等により理解し、研修成果の自国の防災への応用について話し合い、帰国後に各国の防

災対策の課題解決に取り組むことを目的として、高知大学が実施しています。中土佐町

では、中土佐町防災危機管理室と連携して研修を進めることで、中土佐町での防災の取

組みを意識させ、小学生年代における災害に強いひとの育成を図っています。 

 

 

・小学生・中学生時代における防災教育の重点化 

久礼中学校防災教育カリキュラム 

（出典：中土佐町提供資料） 




